
１．重要な会計方針

(１) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券……償却原価法によっている。

(２) 固定資産の減価償却方法

什器備品……定率法によっている。

　　　　　　<会計方針の変更>

　　　　　　当期より、法人税法の改正（所得税法等の一部を改正する法律(平成19年3月30日

　　　　　　法律第6号)及び法人税法施行令の一部を改正する政令(平成19年3月30日政令83号)

　　　　　　に伴い、平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人

　　　　　　税法に基づく減価償却の方法に変更している。なお、この変更に伴う当期経常増

　　　　　　減額、当期一般正味財産増減額に与える影響額は軽微である。

　　　　　　<追加情報>

　　　　　　当期より、法人税法の改正（所得税法等の一部を改正する法律(平成19年3月30日

　　　　　　法律第6号)及び法人税法施行令の一部を改正する政令(平成19年3月30日政令83号)

　　　　　　に伴い、平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度

　　　　　　額まで償却が終了した翌期から5年間で均等償却する方法によっている。なお、こ

　　　　　　の変更に伴う当期経常増減額、当期一般正味財産増減額に与える影響額は軽微で

　　　　　　ある。

(３) 引当金の計上基準

退職給付引当金……職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、

　　　　　　　　　当期末において発生していると認められる額を計上している。

賞与引当金……支給対象期間が当期に帰属する支給見込額を計上している。

(４) リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(５) 消費税等の会計処理について

消費税等の会計処理は税込方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
(単位：円)

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

銀行定期預金 1,500,000,000 0 1,500,000,000 0

投資有価証券 23,644,641,800 1,785,190,400 0 25,429,832,200

25,144,641,800 1,785,190,400 1,500,000,000 25,429,832,200

特定資産

研究助成事業基金 10,826,347,100 4,543,959,100 0 15,370,306,200

退職給付引当資産 54,572,825 4,559,000 0 59,131,825

10,880,919,925 4,548,518,100 0 15,429,438,025

36,025,561,725 6,333,708,500 1,500,000,000 40,859,270,225合　　　　計

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

科　　　　目

小　　　　計

小　　　　計
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３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
(単位：円)

当期末残高
(うち指定正味財産
 からの充当額)

(うち一般正味財産
 からの充当額)

 (うち負債に対応
  する額)

基本財産

銀行定期預金 0 (0) (0) (0)

投資有価証券 25,429,832,200 (3,000,000,000) (22,429,832,200) (0)

25,429,832,200 (3,000,000,000) (22,429,832,200) (0)

特定資産

研究助成事業基金 15,370,306,200 (0) (15,370,306,200) (0)

退職給付引当資産 59,131,825 (0) (0) (59,131,825)

15,429,438,025 (0) (15,370,306,200) (59,131,825)

40,859,270,225 (3,000,000,000) (37,800,138,400) (59,131,825)

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

3,859,800 3,705,408 154,392

50,419,290 0 50,419,290

54,279,090 3,705,408 50,573,682

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。
(単位：円)

帳簿価額 時　　価 評価損益

第232回利付国債 500,000,000 509,050,000 9,050,000

第263回利付国債 500,000,000 524,429,500 24,429,500

第491回東京電力債 500,000,000 510,950,000 10,950,000

第368回九州電力債 100,000,000 99,953,600 ▲46,400

第11回東日本旅客鉄道債 600,000,000 679,753,800 79,753,800

第18回東日本旅客鉄道債 500,000,000 514,565,500 14,565,500

第8回東海旅客鉄道債 300,000,000 306,780,000 6,780,000

3,000,000,000 3,145,482,400 145,482,400

６．ファイナンス・リース取引関係

(１) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額及び期末残高相当額
(単位：円)

オフィス家具他 改装設備 サーバー5800 クライアントPC

取得価額相当額 21,763,730 12,733,630 4,287,800 6,738,260

減価償却累計額相当額 16,322,797 6,685,155 71,463 140,380

期末残高相当額 5,440,933 6,048,475 4,216,337 6,597,880

(２) 未経過リース料期末残高相当額
(単位：円)

1年以内 1年超 合　計

未経過リース料期末残高相当額 7,654,320 17,682,100 25,336,420

合　　　　計

科　　　　目

小　　　　計

小　　　　計

科　　　　目

合　　　　計

科　　　　目

什　器　備　品

敷　　　　　金

合　　　　計
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(３) 当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
(単位：円)

支払リース料 4,933,560

減価償却費相当額 4,594,309

支払利息相当額 459,510

(４) 減価償却費相当額の算定方法は、定額法によっている。

(５) 利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース資産計上価額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法によっている。

７．退職給付関係

(１) 採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

(２) 退職給付債務及びその内訳
(単位：円)

① 退職給付債務 59,131,825

② 退職給付引当金 59,131,825

(３) 退職給付費用に関する事項
(単位：円)

① 勤務費用 4,559,000

② 退職給付費用 4,559,000

(４) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を

基礎として計算している。
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